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高岡市上下水道局公告第   77   号

　　　入札公告について

次のとおり条件付き一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第

167条の６第１項の規定により公告する。

　　令和 8年10月 1日

高岡市上下水道事業管理者　二塚　英克

工 事 概 要

案 件 番 号 2600000544

工 事 名 宝町地内配水補助管布設替工事（本工事２）

工 事 場 所 高岡市　宝町　地内（志貴野）

工 事 期 限 令和 9年 3月12日

予 定 価 格
22,650,000 円

（消費税及び地方消費税を含まない。）

φ50mmHPPE　L=197.5m
φ50mmSSP　L=5.0m
φ50mmｿﾌﾄｼｰﾙ弁　2基

設計図書等に対する
質 問 期 間

令和 8年10月 1日から令和 8年10月 6日午後 5時00分まで

入 札 方 式
条件付き一般競争入札

総合評価方式（簡易型Ｂタイプ）
事後審査方式

入
札
参
加
資
格

富山県内に主たる営業所（本店）を有する者

管工事業（水道管）

高岡市上下水道局指名参加業者格付けが水道管Ａ等級である者

管工事（水道管）を元請で施工した実績を有すること

建設業法に定める管工事業又は水道施設工事業に係る主任技術者又
は監理技術者を配置すること

低入札価格調査を経て契約した場合は、その工事の完工検査を終了
するまで高岡市及び高岡市上下水道局が発注する同種工事の入札に
参加することはできない
宝町地内配水補助管布設替工事（2600000543）落札者を除く。

入札参加申請書及び
資 料 等 の 提 出 期 限

令和 8年10月 6日午後 5時00分まで

（土日・祝日及び電子入札システムの運用時間外を除く）

設計図書等の縦覧期間
及 び 縦 覧 方 法

令和 8年10月 1日から令和 8年10月13日まで

入札情報サービスにて閲覧



契 約 保 証 金 契約金額が500万円以上の場合は、契約金額の100分の10以上

質問に対する回答期限 令和 8年10月 7日まで

入 札 方 法 電子入札システムによる入札

入 札 書 提 出 期 間
令和 8年10月 8日午前 9時00分から令和 8年10月13日午後 3時00分まで

（土日・祝日及び電子入札システムの運用時間外を除く）

開 札 日 時 及 び 場 所
令和 8年10月15日午前10時00分

高岡市役所　管財契約課

入 札 保 証 金 免除

　　術者は、請負者と３か月以上の雇用関係にある者に限る。

調 査 基 準 価 格 有（失格基準を適用する。）

工 事 費 内 訳 書
要（工事費内訳書の提出のないもの、または誤りがあった場合は、
無効とする。）

(1) この公告に定めるもののほか、この入札に必要な事項について

　は、条件付き一般競争入札実施要領の定めるところによる。

(2) 入札に参加を希望する者は、電子入札システムにより、次の書

　類を提出すること。なお、各様式の記載内容にかかる確認資料に

　ついては、必要に応じて、提出を求めるため、入札参加申請時の

　ア　建設業法の規定により技術者の専任配置が義務付けられてい

　提出は不要とする。

　ア　入札参加資格確認申請書（様式第１号）

　イ　入札参加資格確認書（様式第２号）

　ウ　総合評価方式（簡易型Ｂタイプ）（様式第３号）

※様式第１号は電子入札システムにおける申請書提出画面に表示さ

　　る工事の場合 専任配置が義務付けられている技術者とは別に、

　　同法の規定により監理技術者の配置が義務付けられる工事にあ

    っては監理技術者の資格を有する者を、それ以外の工事にあっ

    ては主任技術者になり得る資格を有する者を１人、専任配置す

　　るものとする。この場合において、これらの工事に配置する技

そ の 他
　次に掲げる場合の区分に応じそれぞれ次に定めるものとする。

　にて行うものとする。

（高岡市上下水道局総務課メールアドレス：sui-soumu@city.takaoka.lg.jp）

　監理技術者等と同様の職務を行うものとする。

(5) この公告にかかる設計図書等に対する質問書等は電子メールに

　れるもの。様式第２号及び第３号は入札情報サービス（下記

　ＵＲＬ）の「入札公告情報」からダウンロードし、必要事項を記

　入した上、申請書提出画面における添付資料として提出するもの。

https://toyama.efftis.jp/ebid02/PPI/Public/PPUBC00100?kikanno=162027

(3) 低入札価格調査の対象工事における技術者の配置については、

　イ　建設業法の規定により技術者の専任配置が義務付けられてい

　　ない工事の場合　同法の規定により配置が義務付けられている

　　技術者を、専任配置するものとする。

(4) (3)アにより別に配置される技術者は、監理技術者等を補助し、

https://toyama.efftis.jp/ebid02/PPI/Public/PPUBC00100?kikanno=162027

